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のボランタリーな取り組みであったはずである。それが子ども食堂というキャッチーなネーミ
ングと子どもの貧困という多くの人の琴線に触れたニュースが引き金となって「子ども食堂ブ
ーム」は加速した。そのため、個人主体の運営でありながら、それが公的な役割を担わされ、
インフラ然とした位置づけを与えられつつあることに対する違和感が、発表者には共有されて
いた。子ども食堂がボトムアップ型の問題提起として行政を動かすことが目的なら、ほぼその
目的は達成されつつある。行政は公的なインフラを使いながら、子ども食堂を整備し始めてい
る。今回の研究会を受けて、筆者が考える子ども食堂の未来は以下の三つである。
一つ目は、行政による子ども食堂の整備によってより公的な活動へと回収されていく方向。
二つ目は、行政による公的な子ども食堂の整備と、個人によるボランタリーな活動の併存状
況。
三つ目は、行政も個人も子ども食堂から撤退し、児童手当やバウチャーの配布といった施策
に回収されていく方向。
筆者は、二つ目の方向が望ましいと考え、そのような未来を楽観的に予測しているが、まだ
未来を占うだけの情報が不足しているのが現状である。この会は近いうちの第二回を予定して
いるので、子ども食堂と公共性という議論を通じた、子ども食堂未来について次回の会で議論
する予定である。
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